
田名塩田原地区 
地区計画の概要 

地区計画が定められた地区では 
 建築物の建築などを行おうとする場合には、建築確認申請に先立ち、これらの計画について
市に届出（着手する３０日前まで）が必要となります。 

○ 地区内で建物を建てる時には、次のような手続きが必要です。 
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▼輛_田 名塩田原地区 地区計画
地区計画で定められた事項をやさしく解説しました。

詳しくは 「地区計画の決定事項Jを こ覧ください。

標

針

地区施設

土地区回整理事業による整備の効果の増進を図り、主として工業地としての土

地利用を図るため、建物等を計画的に誘導し、良好な環境の実現を図ります。

協 調 街 区 A 地 区内の既存住宅の移転用地等とします。

協 調 街 区 B 地 区内に立地する企業の利便の向上に資する施設の立地等を

図る用地とします。

工業専用街区A 主 として製造業の高度技術型企業の立地を図る用地とします。

工業専用街区B 市 内の住居系地域等にある中小工場の移転用地等とします。

土地区画整理事業により整備された道路、緑地を地区施設として保全します。

協 調 街 区 A ●工場、倉庫、共同住宅、ぱちんこ屋 マージャン屋な

どは建てられません。

●工場、倉庫、住宅、共同住宅、ばちんこ屋 マ ージャ

ン屋などは建てられません。

●次に掲げる事業を営む工場は建てられません。

魚粉等を原料とする飼料の製造、肥料の製造、製

革やにかわの製造 毛 皮や日の精製、動物の臓器

等を原料とする医薬品の製造

石炭ガス類やコークスの製造、アスファル トの精

製、セメント等やカーバイ ドの製造

●公衆浴場、畜合、カラオケボックスなどは建てられま

せん。

●次に掲 ザる事業を営む工場|よ建てられません。

魚粉等を原料とする飼料の製造、肥料の製造、製

革やにかわの製造 毛 皮や骨の精裂、動物の臓器

等を原料とする医薬品の製造

●公衆浴場、畜舎、カラオケボックスなど|よ建てられま

せん。

協 調 街 区 B

工業専用街区A

工業専用街区 B

協緊魯屋合J ―
工業専用街区A

工業専用街区 B

敷地面積の最低限度|よ 165m2と します。

敷地面積の最低限度|よ4!500m2と します。

敷地面積の最低限度十よ 330m2と します。



協 調 街 区 A

協 調 街 区 B

工業専用街区A

工業専用街区B

●建物の壁又は柱の画は、

区域図に示す箇所につ

いては、道路境界から

]m以 上後退します。

隣地境界からlm以 上

後退します。

●建物の壁又は柱の面は、

区域図に示す箇所につ

いて|よ、道路境界から

3m以 上後退します。

隣地境界からlm以 上

後退します。

●建物の壁又は柱の画は、

区域図に示す箇所につ

いて十よ、道路境界(一部

を除き12m以 上の幹線

道路)から2m以 上、そ

の他の道路にあって

は、道路境界から]m

以上後退します。

隣地境界から2m以 上

後退します。

(ただし換地指定時の

面積が41500m2に 満た

なしヽ敷地にあたつては

]rn以上)

●建l12の壁又は柱の画|よ、

区域図に示す箇所につ

いて|よ、道路境界(一部

を除き]2m以 上の幹線

道路)から2 rn以上、そ

の他の道路にあつて

|よ、道路境界から ]m

以上後退します。

隣地境界から]m以 上

後退します。

(ただし換地指定時の

面積が030m2に 満たな

い敷地にあたつてはこ

の限りでなしヽ。)

壁面を後退する部分  壁 画を後退する部分
lm以 ±       lm以 上

壁面を後退する部分   壁 面を後退する部分
3m以 上        lm以 上

壁面を後退する部分   壁 画を後退する部分
2 rn以上、 〕 m以 上   2 rn以 上(lm以 上)

壁面を後退する部分   壁 面を後退する部分
2m以 上 ]m以 上   lm以 上

通土
〈

道路に面するかき さ く|よ、生け垣、又|よ鉄柵、

金網等の見通しのできるフェンスとします。

建物の屋根、外壁、屋外広告物等は良好な景観を

保つため、刺激的な色彩、装飾を用いない。章窒匡居客屋含]



 

田名塩田原地区 地区計画 決定事項 

 

名 称  田名塩田原地区地区計画 

位 置 
 相模原市中央区上溝字甲二号、田名字原林、田名字東山、田名字下塩田、 

 田名塩田一丁目、田名塩田二丁目及び南区当麻字溝之内 

面 積  約２９．８ｈａ 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針 

地区計画の目標 

 本地区は、相模原市の西南部、相模川沿岸の豊かな自然に恵まれ、ＪＲ相

模線番田駅から約５００ｍ、一般国道１２９号沿道に位置し、主として工業

地としての土地利用を図り、本市工業の発展及び適正配置を促進するために

計画された地区で、土地区画整理事業による基盤整備を行う地区である。 

 そこで、地区計画の策定により建築物等の適切な誘導を進め、土地区画整

理事業の効果の維持を図りつつ、良好な市街地環境を創出することを目標と

する。 

土地利用の方針 

 地区内においては、工業施設の立地を図る街区と業務施設等の立地を図る

街区を計画的に配置し、それぞれ街区の特性に応じた土地利用を促進する。 

 工業施設の立地を図る街区は、主として製造業の高度技術型企業の立地を

図る用地と市内の住居系地域等にある中小工場等の移転用地とし、工業専用

街区として計画する。 

 また、業務施設等の立地を図る街区は、地区内に立地する企業の利便の向

上に資する施設の立地を図る用地と地区内の既存住宅の移転用地等とし、協

調街区として計画する。 

地区施設の 

整備の方針 

（道路） 

 機能的な市街地の形成を図るため、都市計画道路３・４・１３号番田塩田

線ほか１路線の地区幹線道路及び区画道路を土地区画整理事業により整備す

ることから、これらの維持保全を図りつつ、将来的には、土地利用形態に応

じて、必要のある場合には、新たな区画道路を配置する。 

（緑地） 

 工業専用街区及び協調街区相互の環境を保全するため緑地を配置する。 

建築物等の 

整備の方針 

 工業専用街区、協調街区それぞれの土地利用の適切な誘導を図り、良好な

市街地環境を創出するため、街区に応じて、建築物等の用途、建築物の敷地

面積の最低限度及び壁面の位置等について必要な基準を設けるとともに、良

好な景観の形成に資するよう、かき又はさくの構造について必要な基準を設

ける。 

緑化の方針 
 地区内においては、緑豊かな市街地の形成を図るため、公共用地の緑化を

推進するとともに、工場敷地内等の緑化推進に努める。 

 
 
 

平成 元年 7 月 4 日決定 

平成  7 年 6 月 20 日決定 

平成 8 年 5 月 10 日変更 

平成 30 年 6 月 18 日変更 
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地区施設 

の配置及び

規模 

道路 

幅員 １６ｍ  延長 約４００ｍ 

幅員 １４ｍ  延長 約２７０ｍ 

幅員 １２ｍ  延長 約５２０ｍ 

緑地 ２ケ所 約５２０㎡ 
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地区の

区分 

地区の 

名称 
協調街区Ａ 協調街区B 工業専用街区Ａ 工業専用街区Ｂ 

地区の 

面積 
約１．８ｈａ 約１．７ｈａ 約１１．２ｈａ 約１５．１ｈａ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築物等の 

用途の制限 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次の各号に掲

げる建築物は、

建築してはなら

ない。 

（１）建築基準 

  法別表第２ 

  （へ）項に 

  掲げる建築 

  物 

（２）共同住宅 

  、寄宿舎又 

  は下宿 

（３）マージャ 

  ン屋、ぱち 

  んこ屋、射 

  的場、勝馬 

  投票券発売 

  所、場外車 

  券売場その 

  他これらに 

  類するもの 

 次の各号に掲

げる建築物は、

建築してはなら

ない。 

（１）建築基準 

  法別表第２ 

  （へ）項に 

  掲げる建築 

  物 

（２）住宅 

（３）共同住宅 

  、寄宿舎又 

  は下宿 

（４）マージャ 

  ン屋、ぱち 

  んこ屋、射 

  的場、勝馬 

  投票券発売 

  所、場外車 

  券売場その 

  他これらに 

  類するもの 

 次の各号に掲

げる建築物は、

建築してはなら

ない。 

（１）次に掲げる 

  事業を営む工 

  場 

 ・ 魚粉、フェ 

  ザーミール、 

  肉骨粉、肉粉 

  若しくは血粉 

  又はこれらを 

  原料とする飼 

  料の製造 

・ 石炭ガス類 

又はコークス 

の製造 

・ 肥料の製造 

 ・ 製革、にか 

  わの製造又は 

  毛皮若しくは 

  骨の精製 

 ・ アスファ 

  ルトの精製 

 ・ セメント、 

  石膏、消石灰 

  、生石灰又は 

  カーバイドの 

  製造 

 ・ 動物の臓器 

  又ははいせつ 

  物を原料とす 

 次の各号に掲げ

る建築物は、建築

してはならない。 

（１）次に掲げる 

  事業を営む工 

  場 

 ・ 魚粉、フェ 

  ザーミール、 

  肉骨粉、肉粉 

  若しくは血粉 

  又はこれらを 

  原料とする飼 

  料の製造 

 ・ 肥料の製造 

 ・ 製革、にか 

  わの製造又は 

  毛皮若しくは 

  骨の精製 

 ・ 動物の臓器 

  又ははいせつ 

  物を原料とす 

  る医薬品の製 

  造 

（２）公衆浴場 

（３）畜舎 

（４）カラオケボ 

  ックスその他 

  これに類する 

  もの 



 

 

 

建築物等の用途

の制限 

  る医薬品の製 

  造 

（２）公衆浴場 

（３）畜舎 

（４）カラオケボ 

  ックスその他 

  これに類する 

  もの 

建築物の敷地 

面積の最低限度 

１６５㎡ １６５㎡ ４，５００㎡ ３３０㎡ 

 
 ただし、土地区画整理事業の換地指定時の面積が、基準を下回る場合は、

その画地の換地指定時の面積とする。 

 

壁面の

位置の

制限 

道路境

界線と

の距離 

 建築物の壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線までの距離は、前面道

路に応じて、それぞれ計画図に示すとおりとする。 

地
区
整
備
計
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隣地境

界線と

の距離 

 建築物の壁又

はこれに代わる

柱の面から隣地

境界線までの距

離は、１メート

ル以上としなけ

ればならない。 

建築物の壁又

はこれに代わる

柱の面から隣地

境界線までの距

離は、１メート

ル以上としなけ

ればならない。 

 建築物の壁又は

これに代わる柱の

面から隣地境界線

までの距離は、２

メートル以上とし 

なければならない。

 ただし、土地区

画整理事業の換地

指定時の画地面積

が、敷地面積の最

低限度の基準に満

たない敷地にあっ

ては１メートル以

上とする。 

 建築物の壁又は

これに代わる柱の

面から隣地境界線

までの距離は、１

メートル以上とし 

なければならない。

 ただし、土地区

画整理事業の換地

指定時の画地面積

が、敷地面積の最

低限度の基準に満

たない敷地にあっ

てはこの限りでな

い。 

  ただし、車庫、物置その他これらに類する用途に供する建築物で、高さが

３メートル以下で、かつ、軒の高さが２.３メートル以下のものについては

この限りでない。 

かき又はさく

の構造の制限 

 道路に面するかき又はさくの構造は、次の各号のいずれかとしなければな

らない。 

 ただし、門等の出入り口の部分若しくは地盤面からの高さが０．６メート

ル以下の部分又は法令等に特別の構造基準等がある場合はこの限りでない。 

（１）生け垣 

（２）鉄柵、金網等の透視可能なフェンス 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
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建築物の 

意匠の制限 

   建築物の屋根、

外壁及び屋外の広

告物等は、地区の

景観等を良好に保

つため、刺激的な

色彩又は装飾を用 

いないものとする。

 建築物の屋根、

外壁及び屋外の広

告物等は、地区の

景観等を良好に保

つため、刺激的な

色彩又は装飾を用 

いないものとする。

※決定事項による「壁面の位置の制限」の文中、計画図に示す部分は、パンフレットの区域図に示す部分 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地
区
整
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